
令和７年１月

資料３

西東京市居住支援協議会事務局
西東京市まちづくり部住宅課住宅係

【議題３】

家賃低廉化補助・住宅改修費補助制度について



共用階段部分の
手すり設置 １件

①JKK住宅２戸を募集
申込件数１件

②UR賃貸住宅１戸を募集
申込件数５件

令和６年度の制度実績（令和７年１月現在）
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家賃低廉化補助
①JKK住宅２戸を募集

随時の募集とし、先着順で受け付けた

本来家賃48,200円

家賃を減額
（低廉化）

家賃
18,200円

差額３万円を
市が負担

（最大10年間）

田無南芝住宅については応募者なし(問い合わせ
は入っていた)

田無西原住宅については、募集開始から１ヶ月
以上経った後に１件の応募があった。

ＪＫＫ東京と協議し、子どものいる世帯を対象
として募集を行った

市民へ周知
する時
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家賃低廉化補助
②UR賃貸住宅１戸を募集

募集期間内に５件の応募。また、問い合わせも
多数あった。

抽せん方式での募集を行った

①の募集より対象世帯の枠を広げた

本来家賃90,100円

家賃を減額
（低廉化）

家賃
50,100円

差額４万円を
市が負担

（最大10年間）
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家賃低廉化補助制度 活用に向けて①

住宅課と相談

•セーフティネット専用住宅に該当するか等、事前確認

•家賃低廉化補助制度を活用した公募のスケジュールを相談

専用住宅への

登録等

•公益財団法人東京都防災・建築まちづくりセンターにセーフティネット専用住宅として登録

•西東京市の補助対象住宅として登録

公募・入居
者の決定

•入居希望者が市で定める住宅確保要配慮者に該当するか確認が必要なため、市が公募の窓口となる

•入居審査を賃貸人が行い、入居者を決定。賃貸借契約を結ぶ

契約・入居

•賃貸借契約を取り交わした後、賃貸人からの請求に基づき市が補助金を交付

•居住者が家賃低廉化補助に該当するか１年ごとに確認

制度 利用の流れ ～民間賃貸住宅の場合～
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家賃低廉化補助 賃貸人と住宅課が行うこと ～民間賃貸住宅の場合～
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流れ 賃貸人（家主等） 住宅課

1
セーフティネット専用住宅の登録相談 〇 〇

公募スケジュールの相談 〇 〇

2 セーフティネット専用住宅の登録 〇

3 西東京市補助対象住宅の登録 〇

4 入居者公募の窓口 〇

5 入居審査 〇 〇

6 賃貸借契約の締結 〇

7 家賃低廉化補助金の交付 〇

家賃低廉化補助制度 活用に向けて②



居住を支援
する

関係団体

不動産の
関係団体

家賃低廉化補助制度 活用に向けて③
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(注1)生活保護受給者等は補助金交付の対象外 (注2)空室時にセーフティネット専用住宅へ登録した場合の制
度 (注3)月４万円の場合は原則10年間の補助 (注4)市が公募を行う (注5)同一世帯が３年を超えて補助対
象世帯となっている場合、居住支援協議会が３年ごとに継続を審議する (注6)市の庁内関係部署へも公募の
周知がされる

補 足 事 項

西東京市

月
額
最
大
４
万
円

公
募

住宅課

(注4)

居住支援協議会

賃貸人(家主等) 入居者
(住宅確保要配慮者)

市の公募により空室が解消

月額最大４万円の補助金を受け
取ることができる(注1)

低廉な家賃で入居することが
できる

(注5)

(注6)

東京都からの報奨金あり
（1戸5万円/１回のみ）

(注2)

(注3)

セーフティネット専用住宅
の登録要件

 構造

 設備

 規模(面積)

 賃貸条件 などの基準がある

セーフティネット専用住宅
について

 住宅確保要配慮者(高齢者世帯、
障害者世帯、子育て世帯)の入
居を拒まない賃貸住宅のこと

 専用住宅として10年間維持す
ることが必要(※2年経過後は
一定条件のもと変更可能)

家賃低廉化補助制度全体のイメージ図



住宅改修費補助 活用に向けて
補助の対象 市内にあるセーフティネット専用住宅で、近隣の民間賃貸住宅と同水準

の家賃金額である住宅

※１戸以上の専用
住宅があれば、共
用部分の改修工事
も対象

対象となる工事 工事内容 交付額

バリアフリー改修工事（外構部分の
改修工事を含む。）

段差を解消する工事又は段差を小さ
くする工事、手すりの設置又は改良
工事、出入口、浴室、便所、廊下等
の幅拡張工事等の入居者の身体の状
況に応じて必要となる工事

工事に要する費用の総額に３分の２
を乗じた額とし、１戸にかかる改修
工事費用は、50万円を上限とする。

耐震改修工事(耐震診断を含む。)
地震に対する安全性の向上を目的と
して行う工事(工事完了後、耐震性が
向上したことを診断結果で確認でき
るものに限る。)

共同居住用住居に用途変更するため
の改修及び間取り変更工事

シェアハウス又は子育て世帯の間取
り変更のための改修工事(トイレ、風
呂場等の設置、幅拡張工事等)

子育て世帯対応工事 防音サッシの設置工事、洗面脱衣所
独立設置工事等

防火・消火対応改修工事 スプリンクラー、自動火災報知器、
誘導灯等の設置工事等

省エネ改修工事 外壁、屋根、天井又は床に係る断熱
改修工事

工事にかかった費用の総額に3分の2
を乗じた額とし、100万円を上限とす
る。

その他入居対象者の居住の安定を図
るため、西東京市居住支援協議会設
置要綱(平成31年3月29日付30西都住
第746号市⾧決裁)に規定する居住支
援協議会が必要と認める改修工事

補助金の交付の申請前の工事内容に
ついての事前相談の結果、市⾧が必
要と認めた工事

7


